
1 2

ミニディスクロージャー　P01－02　

ごあいさつ

・ 預金＋譲渡性預金残高
・ 総貸出金残高

： 8兆円
： 5兆7,000億円

・ 投資信託＋京銀証券預かり資産残高
・ 当期純利益（連結）

： 5,000億円
： 200億円以上

第６次中期経営計画 「Timely & Speedy」 主要計画計数（計画最終年度）

●預金・譲渡性預金 ●貸出金
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預金・譲渡性預金　　　　うち個人預金
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貸出金　　　　うち中小企業等貸出金

■業績および中期経営計画の進捗について
　残高面では、預金・譲渡性預金は、８兆６６３億円（期中８６億円増加）となりました。貸出金は個人・法人向
けともに積極的な対応に努めた結果、５兆５，３１５億円（期中４３９億円増加）と順調に増加しております。ま
た、投資信託残高と京銀証券預かり資産残高の合計額は２，８８４億円（期中１４５億円増加）となりました。
　収益面では、経常利益は１６８億円（前年同期比１２億円増加）、中間純利益は１２４億円（前年同期比１２
億円増加）となりました。また、当行グループ全体での経常利益は１８１億円（前年同期比１２億円増加）、親
会社株主に帰属する中間純利益は１２８億円（前年同期比８億円増加）となりました。

●（連結）経常利益・親会社
株主に帰属する中間純利益

経常利益　　　　親会社株主に帰属する中間純利益

●（単体）経常利益・中間純利益

経常利益　　　　中間純利益
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●投資信託残高＋
　京銀証券預かり資産残高
（億円）（億円）（億円）
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 みなさまには、平素より京都銀行をお引き立ていただき、まことに

ありがとうございます。

　さて、2019年度上半期のわが国経済は、米中貿易摩擦の激

化や海外経済の減速を背景に企業の輸出・生産活動で弱めの

動きが続きましたが、総じてみれば緩やかに回復しました。この

間、個人消費は、天候不順による一時的な落ち込みもありました

が、雇用・所得環境の改善を背景に全体的には堅調に推移しま

した。一方、企業部門では、外需不振の影響を受けつつも、内需

関連が底固く全体を下支えました。また公共投資は、災害復興事業の進捗などを背景に増加しました。期末にか

けては、海外経済の先行きへの不確実性が増すとともに、原油価格の上昇や金融資本市場の変動などによるリ

スクへの懸念が広がる中で、期を終えることとなりました。

 銀行業界を取り巻く経営環境は、わが国経済の構造変化や長期化する金融緩和政策、さらにはデジタル技術

の進展に伴う異業種からの銀行業務への参入などによって、引き続き厳しい状態が予想されます。また、お客さま

の銀行に対するニーズも、預金・貸出・為替といった伝統的な銀行業務から資産形成や資産承継あるいは事業

承継などコンサルティングを中心とした業務へとシフトしており、こうした潮流を捉えた改革が喫緊の経営課題となっ

ています。

　こうした中、当行では第6次中期経営計画「Timely & Speedy」（2017年度から3か年）の最終年度の総仕上

げとして、そこで掲げた諸施策の実践・遂行はもとより、新たなステージでの土台となる経営基盤の確立に邁進し

ています。各店舗での、「銀行・証券・信託」各サービスのワンストップ提供を一段と定着させるとともに、業務運営

の効率化やデジタル化をベースとした新しい体制の構築を促進することで、なお一層の成長につなげてまいりたい

と考えています。

　京都銀行グループでは、持続可能な地域社会の実現に向けて金融仲介機能の発揮に努めてまいりますととも

に、幅広いステークホルダーのみなさまのご期待にもお応えし企業価値の向上に取り組んでまいります。

　みなさまにおかれましては、今後とも格別のご支援、ご愛顧を賜りますよう心からお願い申しあげます。

2019年11月

取締役頭取


